別記

第１号様式（第４条関係（実施要領第８の４関係））

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付申請書
輸出多角化・新規販路開拓支援事業を実施したいので，下記のとおり支援金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第４条の規定により，関係書類を添えて申請します。

記

１　支援金交付申請額　　金　　　　　　　　円

２　関係書類

⑴　事業計画書

⑵　収支予算書

⑶　添付書類
・自社の概要が分かる資料（会社概要パンフレット等）
・直近３箇年の収支の状況が分かる資料（決算書等）
・鹿児島県税の未納がないことを証明する資料（地域振興局・支庁が発行する「県税の未納なし証明書」等）
別記
第２号様式（第４条，第６条及び第９条関係（実施要領第８の１関係））
輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金（変更）
事業計画書（実施実績書）
（１）申請者概要
	名称：
	代表者役職氏名：

	住所：

	電話：　　　　　　　　
	

	担当者名：
	e-mail：


（２）輸出実態
	鹿児島県産品の過去３年間の輸出実績（時期・品目・国別）
※　３年以内に該当実績がない場合はそれ以前の実績を記載してください。
時期
品目分類
具体的な品目名
輸出相手国



（２）事業計画（事業実績）
	自社業務の現状と課題

	


	補助事業の区分
	該当するものに☑(複数選択可) 

	
	□海外での営業力強化に必要な取組に要する経費

	
	□海外へ輸出するために必要な製造体制強化の取組に要する経費

	今回取り組む事業でのターゲット国
	※複数国回答可

	新たに
取り組む
内容
※事業実績書では実績を記入
	上記の欄で☑した区分の事業内容を具体的に記入

	
	海外での営業力強化に必要な取組に要する経費


	
	海外へ輸出するために必要な製造体制強化の取組に要する経費



　
（３）事業実施スケジュール　※事業実績書では実績を記入
	


（４）成果目標（実績）
	補助対象事業を行うことによる効果や今後の展開、目標等を記入

	


別記
第３号様式（第４条，第６条及び第９条関係（実施要領第８の１関係））
輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金(変更)
収支予算書（収支精算書）
１　収入の部                                                 　　　　　　　（単位：円）
	経費区分

	（変　更）予　算　額
（精　　算　　額）
	備　　　考


	支　援　金
	
	

	そ　の　他
	
	

	計
	
	


※　備考欄には，消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を，同税額がない場合は「該当なし」を，同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。
２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）
	事業区分
	経費区分

	（変　更）予　算　額
（精　算　額）
	積算根拠


	海外での営業力強化に必要な取組に要する経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小計
	
	

	海外へ輸出するために必要な製造体制強化の取組に要する経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	


・　経費区分については，交付要綱の別表に定める支援金対象経費を記載すること。
・　予算額（精算額）は，消費税仕入控除税額を減額した金額を記載すること。
・　経費の内容は「積算根拠」の欄に詳細に記載すること。
　※交付要綱の別表を参照のこと。
別記

第４号様式（第５条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

　殿
　　　輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付決定通知書

　　　　年　　月　　日付け第　　号で申請のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり交付することに決定しました。

記
１　事業に要する経費　　金　　　　　　　　円
２　支援金の額　　　　　金　　　　　　　　円
別記

第５号様式（第６条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金変更交付申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定通知のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業を下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助金等交付規則第７条及び輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第６条の規定により，関係書類を添えて申請します。

記
１　 支援金交付申請額　　金　　　　　　　　円（うち前回までの申請額　　金　　　　　　　　円）

２　 計画変更の理由

３　 関係書類

⑴　事業変更計画書

⑵　変更収支予算書

(注) ３⑴及び⑵については，それぞれ事業変更計画書（別記第２号様式）及び収支予算書（別記第

３号様式）を用いて作成すること。この場合において，変更に係る部分は二段書きとし，変更前のも
のを括弧書きで上段に記載すること。

別記

第６号様式（第６条関係）
　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

　殿
　　　輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金変更交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付け第　　号で申請のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認し，下記のとおり変更決定します。

記
１　事業に要する経費　　　金　　　　　　　　円
２　支援金の額　　　　　　金　　　　　　　　円
（変更前の支援金の額　　金　　　　　　　　円）

別記

第７号様式（第８条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業遂行状況報告書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号をもって交付決定通知があった標記事業について，輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第８条の規定により，　　　年　　月　　日現在の遂行状況を下記のとおり報告します。

記
	内容
	事業費計（円）
	事業の遂行状況

	
	
	〇年〇月〇日までに
完了したもの
	〇年〇月〇日以降に
実施するもの

	
	
	事業費（円）
	出来高
比率（％）
	事業費（円）
	事業完了
予定年月日

	1 
	
	
	
	
	

	2 
	
	
	
	
	

	3 
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


※「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。その際には必要に応じで遂行状況がわかる資料を添付すること。
別記

第８号様式（第９条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業実績報告書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号の交付決定に基づき輸出多角化・新規販路開拓支援事業を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第13条及び輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第９条の規定により，下記のとおり関係書類を添えてその実績を報告します。

記
関係書類

１　事業実績書
２　収支精算書
３　添付書類
· 経費内訳明細書
※[第８号様式別紙.xlsx] ファイルの「別紙 第８号様式添付書類【経費内訳明細書】」を使用すること
· 実績書の内容を裏付ける書類
· その他事務局が必要と認める書類
別記

第９号様式（第９条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金消費税仕入れ控除税額報告書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号の交付決定のあった標記事業について，輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第９条の規定により，下記のとおり報告します。

記
１　交付確定額　　金　　　　　　　　円

２　補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　金　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額　　金　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３の金額から２の金額を減じて得た額）　　金　　　　　　　　円

５　当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合，その状況を記載

(注)　消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては，申告予定時期も記載すること。
６　当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合，その理由を記載関係書類

(注)　記載内容の確認のため，以下の資料を添付すること。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」（付表２）の写し
・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は，その内訳を確認できる資料も併せて提出すること）
・免税事業者の場合は，支援事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等，売上高を確認できる資料
・新たに設立された法人であって，かつ免税事業者の場合は，設立日，事業年度，事業開始日，事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など，免税事業者であることを確認できる資料
・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は，支援事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
別記

第10号様式（第10条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

　殿
　　　輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付確定通知書
　　　　年　　月　　日付け第　　号で実績報告のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金については，鹿児島県補助金等交付規則第14条の規定により，下記のとおり確定しました。

記
１　事業に要した経費　　金　　　　　　　　円
２　交付確定額　　　　　金　　　　　　　　円
別記

第11号様式（第11条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付請求書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号の交付決定（確定）通知書に基づく輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第16条の規定により下記のとおり請求します。

記
１　請求金額　　　金　　　　　　　　円
２　交付決定（確定）額　　金　　　　　　　　円
※概算払申請を行っている場合は以下を記載してください。
	前回までの交付額
	今回請求額
	未請求額

	円
	円
	円


振込先情報
	金融機関名(ゆうちょ銀行を除く)
	支店名
	預金種別
	口座番号

	
	
	普通・当座
	
	
	
	
	
	
	

	（フリガナ）
口座名義
	

	
	


ゆうちょ銀行（貯金通帳の見開き左上またはキャッシュカードに記載された記号・番号をお書きください）
	通帳記号
	口座番号
	（フリガナ）口座名義

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記

第12号様式（第11条関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金概算払申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金を，鹿児島県補助金等交付規則第16条及び輸出多角化・新規販路開拓支援事業支援金交付要綱第11条の規定により，下記のとおり概算払くださるよう支援金交付請求書及び関係書類を添えて申請します。

記

１　概算払申請額　　金　　　　　　　　円
（交付決定額　　　金　　　　　　　　円）

２　概算払を必要とする理由
３　関係書類

別記

第13号様式（実施要領第８の１関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　

　輸出多角化・新規販路開拓支援事業実施計画承認申請書
　輸出多角化・新規販路開拓支援事業実施要領第８の規定に基づき，下記のとおり事業実施計画の承認を申請します。

記

関係書類

⑴　事業計画書
　⑵　収支予算書
  ⑶　添付書類
・自社の概要が分かる資料（会社概要パンフレット等）
・直近３箇年の収支の状況が分かる資料（決算書等）

・鹿児島県税の未納がないことを証明する資料（地域振興局・支庁が発行する「県税の未納なし証明書」等）
別記

第14号様式（実施要領第８の３関係）

　　番　　　　　号　

　　年　　月　　日　

　殿
　　　輸出多角化・新規販路開拓支援事業事務局　　　　

輸出多角化・新規販路開拓支援事業実施計画承認（不承認）通知書
　　　　年　　月　　日付け第　　号で申請のあった，輸出多角化・新規販路開拓支援事業実施計画承認申請書について，輸出多角化・新規販路開拓支援事業実施要領第８の規定により承認しました（不承認となりました）。

　（つきましては，　　　年　　月　　日までに下記３に記載の書類を提出してください。）
記

１　承認額（割当内示額）

　　　　　　　千円
２　提出書類

　⑴　支援金交付申請書（別記第１号様式）

⑵　事業計画書（別記第２号様式）
⑶　収支予算書（別記第３号様式）
⑷　その他
　　交付決定前に事業を着手する必要がある場合は，事前着手届（別記第８号様式）を併せて提出してください。
- - 1 -= 15 +  \* Arabic
!式の終わりが正しくありません。
 -


